
  
 

平成 26 年 11 月 18 日 

都市局 都市計画課 

(関東地方整備局と合同発表) 

 

第５回東京都市圏物資流動調査結果【速報版】の公表について 

 

私たちが活動する都市は、生活に必要な食料、衣料といった商品や、産業活動に必要

な原料や部品など、多くの「物」が適切に届けられてはじめて成り立ちます。 

 東京都市圏交通計画協議会（※）では、総合的な都市交通計画を検討するため、平成

２５年度に「第５回東京都市圏物資流動調査」を実施しました。 

 このたび、調査結果として物流施設の立地状況等がまとまりましたのでお知らせしま

す。 

※ 東京都市圏交通計画協議会の構成団体（国土交通省関東地方整備局、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、

東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、相模原市、独立行政法人都市再生機構、東日本高速道

路株式会社関東支社、中日本高速道路株式会社東京支社、首都高速道路株式会社） 

 

＜今回公表する内容＞ 

◆近年の物流施設の立地状況 

◆物流施設の老朽化の状況 

◆物流施設の大規模化の状況 

◆賃貸型の物流施設の立地の状況 

◆物流施設の保有機能の状況 

◆搬出入圏域が海外の物流施設の立地の状況 

 

＜今後の検討の進め方＞ 

 今回お知らせした調査の結果に加え、物流施設の立地や物資の輸送についての分析や

課題に対しての対策を検討していきます。 

 また、その結果から、豊かなくらしや産業活動等を支援するための、東京都市圏の物

流施策のあり方を検討していきます。 

 

【問い合わせ先】 

国土交通省 都市局 都市計画課               電 話：03-5253-8411 

 都市計画調査室 課長補佐                 F A X：03-5253-1590 

                              桑原 正明 

 東京都市圏交通計画協議会事務局               電 話：048-600-1330 

  国土交通省 関東地方整備局 企画部 広域計画課 課長   F A X：048-600-1373 

                               近藤 雅弘 


